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特発性大腿骨頭壊死症定点モニタリングシステムに1997年1月から 2018年11月までに報告された新患症例

5510例、手術症例は4495例のうち、2011年1月から2017年12月に確定診断を受けた新患症例は1719例2815

関節、同期間の手術症例は1889例2059関節であった。本研究では新患症例の集計対象を、期間中毎年報告が

あった13施設からの報告例で、確定診断日から記入日までの期間が3年以内の新患症例928例1532関節に限

定して、性、年齢、画像所見、病期、病型、ステロイド全身投与歴、移植歴、習慣飲酒歴および喫煙歴について、

確定診断年毎の分布の経年変化を、3年間隔の移動平均を用いて検討した。また、手術例については、集計対象

を、期間中毎年報告があった11施設からの報告例で、確定診断日から記入日までの期間が1年以内の手術症例

811 例 868 関節に限定して、性、年齢、術直前の病期、病型、術式、再手術および前回術式について、手術年毎

の分布の経年変化を、3年間隔の移動平均を用いて検討した。なお、習慣飲酒（3日/週以上、1合以上）、喫煙歴

については、2014年の調査票改定にともない必要な情報を収集できた2015年から 2017年を集計の対象とした。 

新患症例の集計結果は以下の通りである。2011年から2017年にかけて、男女比は1.5から1.3に推移し明らか

な経年変化は認めなかった。男性の確定診断時年齢は30歳代から 40歳代の頻度が高かったが、近年、40歳代

への集積が顕著であった。男性で、ステロイド全身投与歴を有するものは 44%から 52%に推移し、投与対象疾患は

皮膚疾患の割合が 4%から 14%に増加した。2015 年から 2017 年にかけて、男性で習慣飲酒歴（3日/週以上、1合

以上）を有する割合は 35%から 43%に、喫煙歴を有するものは、42%から 57%に増加した。一方、女性の確定診断時

年齢は2011年から2013年くらいまでは30～60歳代にかけて広く分布したが、40歳未満の割合が経年的に減少

した。女性で、ステロイド全身投与歴を有するものは 74％から 87%に増加した。投与対象疾患として最も多い全身

性エリテマトーデス(SLE)は、26%から 30%の間を推移した。多発性筋炎、喘息および眼疾患は 3%未満から 8%に増

加した。2015 年から 2017 年にかけて、習慣飲酒歴（3 日/週以上、1 合以上）を有する割合は 10%未満で、喫煙歴

を有するものは約 20%であった。移植歴の割合は男女合わせて 2%から 6%を推移し、そのうち、造血幹細胞移植の

割合が 40%から 81%に増加した。確定診断時の病型は全期間でType C2 が最も多く、約50%以上を占めた。Stage

は 2から 3Aが各々約30%であった。 

手術症例の集計結果は以下の通りである。手術時年齢は、男性では全期間を通じ 40 歳代に、女性では 2011

年に 30 歳代と 60 歳代に二峰性をもった集積を認めたが、2014 年以降は 30 歳代から 60 歳代までなだらかに分

布した。手術時病型はType C2が最も多かったものの、2011年から 2017年にかけて74%から 58%に減少した。一

方、Type C1は 19%から 35%に増加した。Stageは 3Aから 4がそれぞれ約30%程度を占めた。術式は人工関節置

換が約80%を占め、明らかな経年変化は認めなかった。再手術は10%から 6%に減少し、前手術の術式は人工骨頭

置換が28%から 11%に減少した。 

以上の疫学特性の経年変化については今後の継続的な観察と検討が必要である。臨床的な所見として、Stage 
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1の症例については、MRIにおける骨頭内帯状低信号域(T1強調像)のみによって確定診断にいたるものが、期間

中一定して80%前後であった。これらの症例の約95%は、反対側にONFHをもつ症例であった。また、ステロイド全

身投与歴が有るものでは反対側にOFNHをもつものの割合が、期間中一定して70%前後あった。 

1997年から開始された定点モニタリングシステムの継続的な運用により、世界的にも貴重なONFHの疫学デー

タベースが構築されており、今後、経年調査の均質性の確保とデータの有効な利活用が必要と考える。なお、今

回、臨床疫学特性の経年変化への報告施設の増減の交絡を除外するため、期間中に毎年報告のあった施設に

限定した集計を実施した。また、経年変化への年毎の誤差変動の影響を抑えるため、3 年間隔の移動平均による

平滑化を行った。これにより、2011年から2017年の経年変化を報告年別に集計した昨年度の報告とは異なる所見

が得られた。より頑健な所見を得るために、今後もデータを集積し、集計方法の違いによる結果の差異について

検討を重ねる必要がある。 

 

 

1. 研究目的 

特発性大腿骨頭壊死症（ONFH）の記述疫学特性

は、過去 5 回にわたり実施されてきた ONFH の全国

調査により明らかにされている 1‐6)。しかしながら、記

述疫学特性の経年変化を把握するために、全国規

模の調査を繰り返し実施することは困難である。その

ため、本研究班では、1997年 (平成9年)に定点モニ

タリングシステムを開始し 7)、ONFH の記述疫学を継

続的に把握してきた。定点モニタリングシステムは、

全国疫学調査の二次調査で収集可能な新患症例の

情報の約 40％をカバーすると推定されていることから

も 8)、ONFH の記述疫学特性の経年変化を観察する

上で、非常に有用な手法と考えられる。本研究の目

的は、2011年 1月から 2017年 12月に確定診断され

た新患症例ならびに同期間の手術例について、確定

診断年（手術年）ごとの臨床疫学特性の経年変化を

検討することである。 

 

2. 研究方法 

定点モニタリングシステムとは、ONFH の患者が集

積すると考えられる特定大規模医療施設を定点とし

て、新患および手術症例を報告し、登録するシステム

である 7)。1997年 6月に本システムを開始し、1997年

年 1 月以降の症例について報告を得ている。現在は

本研究班員が所属する 36 施設が参加し、新患およ

び手術症例の情報をデータベースに蓄積している。 

各施設で新患症例および手術症例が発生した場

合に、逐一、あるいは、ある程度症例が蓄積した時点

で随時、所定様式の調査票を用いて報告する。調査

票は、新患・手術用ともに各々一枚である。新患症例

の主要調査項目は、確定診断時年齢、診断時所見、

ステロイド全身投与歴、移植歴、習慣飲酒歴および

喫煙歴であり、手術症例の主要調査項目は術直前の

病型・病期分類、施行した術式である。 

2014 年 9 月に調査票書式を改訂した 9)。今回の報

告に関連する主な変更点は、下記の通りである。新

患調査票では、ONFH の主要リスク因子である「ステ

ロイド全身投与歴」と「習慣飲酒歴」について、各々独

立して「有無」を記入する形式とし、飲酒頻度につい

ても記入欄を追加した。加えて、「喫煙歴」も有力なリ

スク因子の一つと扱い、記入欄を設けた。ステロイド

全身投与の対象疾患については、プレコーディング

すべき疾患を見直すとともに、「腎移植」「その他の臓

器移植」は「移植歴」として別項目で記入する欄を設

けた。手術調査票では、抜釘施行症例は報告不要と

した。 

2011 年 1 月から 2017 年 12 月に確定診断された

新患症例ならびに同期間の手術例のうち、新患症例

については「確定診断日から調査票記入日」が 3 年

以内の者、手術症例については抜釘施行症例を除

外したうえ、「手術日から調査票記入日」が 1 年以内

の者を抽出した。新患症例について、上記の基準を

採用した理由は、記入日の 10 年以上も前に確定診

断を受けた症例なども報告されているためである。こ

の背景としては、本システムの参加施設が整形外科

領域における高次医療施設であることから、関連病

院で確定診断を受けた後に、より専門的な加療のた

め参加施設に紹介された、などの理由が考えられる
10)。本研究では、確定診断から記入までが 3 年以内

の新患症例に限定することにより、集計対象年にお

ける記述疫学特性をより正確に把握できると考えた。

手術症例に関しては、参加施設で施行された症例の
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情報であることを考慮し、「手術日から調査票記入

日」の期間が 1年以内の症例に限定した。 

さらに、臨床疫学特性の経年変化への報告施設の

増減の交絡を除外するため、期間中に毎年報告のあ

った施設に限定した集計を実施した。また、経年変化

への年毎の誤差変動の影響を抑えるため、3 年間隔

の移動平均による平滑化を行った。 

(倫理面への配慮) 

本システムに関しては、参加施設において倫理委

員会の承認を得た。 

 

定点モニタリングシステム参加施設 一覧 
施設名 
秋田大学大学院医学系研究科 
旭川医科大学 
愛媛大学大学院医学研究科 
大分大学医学部 
大阪大学大学院医学系研究科 
大阪市立大学大学院医学研究科 
岡山大学大学院医学研究科 
鹿児島大学大学院医歯学総合研究科 
金沢大学大学院医薬保健学総合研究科 
金沢医科大学 
関西労災病院 
九州大学大学院医学研究院 
京都府立医科大学大学院医学研究科 
久留米大学医療センター 
神戸大学大学院医学研究科 
独立行政法人大阪医療センター 
佐賀大学医学部 
札幌医科大学 
昭和大学藤が丘病院 
信州大学医学部 
諏訪赤十字病院 
千葉大学大学院医学研究院 
東京大学大学院医学系研究科 
東京医科大学 
東京医科歯科大学 
長崎大学大学院医歯薬学総合研究科 
名古屋大学大学院医学系研究科 
弘前大学大学院医学研究科 
広島大学大学院医学研究科 
広島県立身障者リハビリテーションセンター  
福岡大学大学院医学研究科 
北海道大学大学院医学研究科  
三重大学大学院医学系研究科 
宮崎大学医学部 
山形大学医学部 
横浜市立大学大学院医学研究科 
琉球大学大学院医学研究科 
（2011年から 2017年） 

 

3. 研究結果 

2011 年 1 月から 2017 年 12 月の期間に確定診断

された新患症例は、1719 例 2815 関節、手術症例は

1889 例 2059関節であった。同期間の症例のうち、確

定診断日から記入日までの期間が 3 年以内の新患

症例は 1608 例 2628 関節、手術日から記入日までの

期間が 1 年以内の手術症例は 1694 例 1838 関節で

あった。毎年報告のあった 13 施設からの報告例に限

定すると、新患症例 は 928 例 1532 関節であった。

手術症例についても、毎年報告のあった 11施設から

の報告例に限定すると 811例 868関節であった。 以

下、確定診断年別あるいは手術年別に集計した結果

を述べる。 

 

Ａ．新患症例の集計 

1）性別分布 

男女比は2011年から2017年にかけて1.5から 1.3

を推移し、男性の割合が全期間で若干高く、集計期

間を通して明らかな経年変化は認めなかった（A.1）。

なお、性別が不明のものが1例あった。以下、男女別

集計からこの 1 例は除外した。 

図 A.1 男女比 
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2）確定診断時の年齢分布 

2011 年から 2017 年にかけて、男性の確定診断時

の年齢分布は、30 歳代から 40 歳代の頻度が高かっ

たが、近年、40 歳代への集積が顕著になった。

（A.2.1）。女性では 30 歳代から 60 歳代までなだらか

に分布していたが、近年、しだいに 40 歳未満の割合

が減少した（A.2.2）。 



40 
 

図 A.2.1 男性 確定診断時の年齢分布 
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図 A.2.2 女性 確定診断時の年齢分布 
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3）画像所見 

確定診断時の画像所見の割合に、明らかな経年

変化は認めなかった（A.3）。X 線による骨頭圧潰が

60%前後、帯状硬化像が 80%前後、MRI による帯状低

信号域は 93%前後、シンチグラムによる骨頭の cold in 

hot 像は 10%前後を推移した。骨生検による骨壊死確

認は 3%未満であった。 

図 A.3 確定診断時の画像所見 
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X線所見1: 骨頭圧潰または crescent sign（骨頭軟骨下骨折線）;  

X 線所見 2: 骨頭内の帯状硬化像の形成; 骨シンチグラム: 骨頭

のcold in hot像; MRI: 骨頭内帯状低信号域（T1強調像）; 骨生検

標本: 修復反応層を伴う骨壊死層像; *: 関節裂隙が狭小化して

いないこと、臼蓋には異常所見がないことを要する. 

4）確定診断時の病型・病期分類 

確定診断時の病型は全期間で C-2 が最も多く、

2011 年に 59%、2017 年に 51%であった（A.4.1）。病期

は 2 から 3A がそれぞれ約 30%を占めた（A.4.2）。病

型・病期ともに集計期間を通して明らかな経年変化

は認めなかった。 

図 A.4.1 確定診断時の病型分類 
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図 A.4.2 確定診断時の病期分類 
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5）病期 1 の画像所見がMRI のみであった症例 

MRI における骨頭内帯状低信号域(T1 強調像)の

みによって確定診断にいたった関節が、病期1の80%

前後（A.5.1）、このうち、反対側にも ONFH をもつ症

例（両側例）は 95%前後を推移した（A.5.2）。集計期

間を通して明らかな経年変化は認めなかった。 

図 A.5.1 病期 1 の画像所見がMRI のみの症例 
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図 A.5.2 病期 1 の画像所見が MRI のみの症例にお

ける反対側ONFH  

94% 96%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017  

6）ステロイド全身投与歴 

ステロイド全身投与歴を有するものは、2011 年から

2017 年にかけて、男性で 44％から 52%に、女性では

74％から 87%に増加傾向にあった（A.6.1）。ステロイド

全身投与歴が有るものでは反対側にOFNH をもつも

のの割合が約 70%と、期間中一定して高かった。一方

で、ステロイド投与歴を持たないものでは、56%から

40%に減少した（A.6.2）。 

図 A.6.1 ステロイド全身投与歴 
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図 A.6.2 ステロイド全身投与歴と反対側ONFH 
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7）ステロイド全身投与の対象疾患 

ステロイド全身投与歴をもつ症例における、投与対

象疾患の割合を集計した。2017 年において割合が

高い上位 5 疾患を選択して、経年変化を図示した

（A.7.1, A.7.2）。ステロイド全身投与歴をもつ男性に

おける、2017年時点の投与対象疾患の割合は、皮膚

疾患14%、腫瘍性疾患9%、ネフローゼ9%、全身性エリ

テマトーデス（SLE）8%、血液疾患 8%であった（A.7.1）。

そのうち、皮膚疾患については2011年に 4%であった

ものが2014年以降に急激な増加を示した。ステロイド

全身投与歴をもつ女性における、2017年時点の投与

対象疾患の割合は、SLE26%、多発性筋炎 13%、喘息

8%、眼疾患 8%、腫瘍性疾患 6%の順であった。SLE は

期間中 26%から 30%の間を推移した。多発性筋炎、喘

息および眼疾患は 2011 年には 3%未満であったもの

が、2017 年には 8%に増加した（A.7.2）。 

図 A.7.1 男性 ステロイド全身投与の対象疾患 
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図 A.7.2 女性 ステロイド全身投与の対象疾患 
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8）移植歴 

2011 年から 2017 年にかけて、移植歴がある症例

の割合は2%から 6%に増加した（A.8.1）。また、移植歴

ありの症例に占める移植臓器の割合は、造血幹細胞

移植（骨髄移植、抹消血幹細胞移植、臍帯血移植等

を含む）の割合が 40%から 80%にまで増加した。腎臓

移植の割合は 10%から 20%の間を推移した（A.8.2）。 
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図 A.8.1 移植歴 
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図 A.8.2 移植歴ありの症例における移植臓器 
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9）習慣飲酒歴 

調査票に「習慣飲酒歴あり」と報告された症例は、

男性の 2011 年から 2014 年には約 60%であったが、

2015 年以降 2017 年にかけて 70%まで増加した。 

女性では 20%前後を推移した（A.9.1）。 

さらに、習慣飲酒の定義を「週 3日以上、かつ 1回

の飲酒量が 1 合（エタノール換算値 20g）以上」と定

義した場合の分布を検討した。集計期間は飲酒頻度

を調査項目に追加した 2014 年改定版の調査票を用

いた症例のみで構成される 2015 年から 2017 年に限

定した。男性では 2015 年以降 2017 年にかけて 35%

から 43%に増加した。一方、女性では約 9%から 8%を

推移した（A.9.2）。 

図 A.9.1 習慣飲酒歴 
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図 A.9.2 習慣飲酒歴（3 日/週以上 かつ 1 合以上） 
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10）喫煙歴 

習慣喫煙歴を有する症例の割合を、当該項目を調

査項目に追加した 2014 年改定版の調査票を用いた

症例のみで構成される 2015 年から 2017 年に限定し

て集計した（A.10）。2015 年から 2017 年にかけて、習

慣喫煙歴を有するものは、男性において 42%から 57%

に増加した。一方、女性では約 20％と一定の値で推

移した。 

図 A.10 喫煙歴 
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B.手術症例の集計 

1）性別分布 

男女比は全期間でほぼ 1.1 であった（B.1）。 

図 B.1 男女比 

1.1 1.1

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017  



43 
 

2）手術時の年齢分布 

2011 年から 2017 年にかけて、手術時の年齢は、

男性では 40 歳代に集積が認められ（B.2.1）、女性で

は 30 歳代と 60 歳代に二峰性をもった集積を認めた

が、近年、30歳代から60歳代までの割合が高いなだ

らかな分布に変化した（B.2.2）。 

図 B.2.1 男性 手術時の年齢分布 
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図 B.2.2 女性 手術時の年齢分布 
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3）術直前の病型・病期分類 

手術時の病型は C-2 が最も多かったものの、2011

年に 74%、2017 年に 58%に減少した。一方で C-1 が

19%から35%に増加した。病期は3Aから4がそれぞれ

約 30%程度を占めた。ただし、3A が 34%から 33%に増

加し、4 が 38%から 32%に減少した（B.3.2）。 

図 B.3.1 術直前の病型分類 
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図 B.3.2 術直前の病期分類 
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4）術式 

人工関節置換術（THA）が約 80%を占め、明らかな

経年変化は認めなった（B.4.1）。再手術の割合は、

約10%から 6%に減少した（B.4.2）。再手術症例におけ

る、前回術式では前方回転骨切りがもっとも多く、約

30%から 60%の間を推移した。一方で人工骨頭置換術

（BHA）は 28%から 11%に減少した（B.4.3）。 

図 B.4.1 術式 
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図 B.4.2 再手術 
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図 B.4.3 前手術 術式 
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4. 考察 

ONFH 定点モニタリングシステムに 2011 年 1 月か

ら 2017 年 12 月に確定診断された新患症例ならびに

同期間の手術例について集計を行った。 

新患症例の性、確定診断時の画像所見、病期・病

型の分布については、対象期間中の明らかな経年変

化は認めず、また、1997から2012年の報告症例の特

性とほぼ一致していた 10-18)。また、2013 年の中間報

告とも整合した 19)。 

以上に述べた ONFH 新患症例の疫学特性は、過

去 20 年間のデータと同様の傾向を示したが、次に述

べる 5 点については、今後の変化について注視する

必要があると考えられる。1 点目として、男性の確定

診断時の年齢分布は、30 歳代から 40 歳代の頻度が

高かく、過去の報告とほぼ一致した傾向を示したもの

の、近年、40 歳代への集積が顕著となった。女性で

は、2011 年には 30 歳代から 60 歳代までなだらかに

分布し、過去の報告とほぼ一致した傾向を示してい

たが、近年、しだいに４0歳未満が減少した。なお、昨

年度の報告では、報告年別に 2011年から 2017年の

経年変化を検討した結果、今回の結果とは異なり、

女性の新患症例における確定診断時の年齢分布が

30 歳代から 40 歳代と 60 歳代に 2峰性を示した。 

女性の確定診断時の年齢分布における 40歳未満

の減少については、女性のONFH新患症例の約80%

がステロイド全身投与歴を有するものであること、ステ

ロイド投与対象疾患のうち SLE は若年で発症する疾

患であることから、女性の ONFH 新患症例における

40 歳未満の減少には、ステロイド全身投与例（特に

SLE 患者）の 40 歳未満の減少が寄与していると期待

された。しかし、これらの年齢分布を詳細に検討した

ところ、実際には、SLE に限らず 40 歳未満でステロイ

ド投与疾患の診断を受けた症例が減少したことが、

女性のONFH新患症例における40歳未満の減少に

大きく寄与したと考えられた。（【付録】参照）。なお、

40 歳未満でステロイド投与疾患の診断を受ける症例

においてONFHの発症が減少しているか否かについ

ては、別途、ステロイド投与疾患患者を対象とした研

究が必要である。 

2点目として、ステロイド全身投与歴をもつものの割

合は、男女ともに増加傾向にあった。2011 年から

2017 年にかけて、男性で 44％から 52%に、女性では

74％から 87%に増加した。ステロイド全身投与歴をも

つ男性における、男性の投与対象疾患では、皮膚疾

患の割合が2011年に4%であったものが2014年以降

に急激な増加を示した。女性における投与対象疾患

ではSLEが最も多く、期間中26%から 30%の間を推移

した。また、多発性筋炎、喘息および眼疾患は 2011

年には 3%未満であったものが、2017 年には 8%に増

加した。これらステロイド対象疾患の割合の変動につ

いては、今後も継続的な観察と検討が必要と考える。

また、難病法に基づく臨床個人調査票データ等が利

用可能な疾患については、必要に応じ、それら統計

における疾病分布の推移と比較することが考えられ

る。 

3 点目として、移植歴を有する症例において、骨髄

移植を含む造血幹細胞移植の件数が増加傾向を示

した。これは、本邦における移植件数の増加を反映し

たものと考えられる 20-25)。 

4 点目として、調査票に「習慣飲酒歴あり」と報告さ

れた症例は、男性の 2011 年から 2014 年には約 60%

であったが、2015年以降2017年にかけて70%まで増

加した。国民健康栄養調査における「習慣飲酒」の定

義「週 3 日以上、かつ 1 回の飲酒量が 1 合（エタノー

ル換算値 20g）以上」に該当する割合も、男性では

2015年以降2017年にかけて35%から 43%に増加した。

2014年9月の調査票書式改訂によって、調査項目に

飲酒頻度を追加したことで、上記の国民健康栄養調

査における「習慣飲酒」の定義を適用可能となった。

習慣飲酒歴を有する症例の増加については、今後も

継続的な観察と検討が必要と考える。また、必要に応

じ、国民健康栄養調査等の統計における習慣飲酒

歴をもつものの分布の推移と比較することが考えられ

る。 

５点目として、2014 年 9 月の調査票書式改訂によ

って、調査項目に追加した喫煙歴については、男性

に増加傾向を認めた。2014 年は全体で 42%であった
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のに対し、2017 年は 57%にまで増加した。調査項目

に加えたことにより、診療時の問診の機会が増えたこ

とが、要因のひとつと考えられることから、今後の推移

を観察する必要がある。また、必要に応じ、国民健康

栄養調査等の統計における喫煙歴をもつものの分布

の推移と比較することが考えられる。 

加えて、下記の 2 点については、臨床的な特徴を

認めた。1 点目として、病期 1 の症例については、

MRI における骨頭内帯状低信号域(T1 強調像)のみ

によって確定診断にいたるものが、2011 年から 2017

年の期間中に一定して80%前後あった。これらの症例

の約 95%が、反対側にONFH をもつ症例であった。 

2 点目として、ステロイド全身投与歴が有るもので

は反対側にOFNHをもつものの割合が、期間中一定

して 70%前後あった。 

手術症例の疫学特性（性別、術式の分布）は、対

象期間中の明らかな経年変化は認めず、1997年から

2012 年の報告症例の特性とほぼ一致していた 10-18)。

また、2013 年の中間報告とも整合した 19)。 

手術時年齢については、男性では 40 歳代に集積

する傾向に明らかな経年変化は認められなかったが、

一方、女性では 2011 年には 30 歳代と 60 歳代に二

峰性があったが、近年、しだいに30歳代から60歳代

までの割合が高いなだらかな分布に変化した。なお、

昨年度の報告では、報告年別に2011年から 2017年

の経年変化を検討した結果、今回の結果とは異なり

2017年に男女とも 60歳代から70歳代の割合が増加

した。 

手術時の病型は最も多いC-2が 2011年から 2017

年にかけて 74%から 58%に減少し、一方でC-1が 19%

から35%に増加した。病期は3Aが34%から33%に増加

し、4が 38%から 32%に減少した。これらの分布の移動

については、今後の継続的な観察と検討が必要であ

る。 

また、再手術の割合が、期間中、約 10%から 6%に

減少傾向にあった。再手術症例における、前回術式

では前方回転骨切りがもっとも多く、約 30%から 60%の

間を推移した。一方で人工骨頭置換術は約 30%から

10%に減少した。 

今回、臨床疫学特性の経年変化への報告施設の

増減の交絡を除外するため、期間中に毎年報告のあ

った施設に限定した集計を実施した。また、経年変化

への年毎の誤差変動の影響を抑えるため、3 年間隔

の移動平均による平滑化を行った。これにより、2011

年から 2017 年の経年変化を報告年別に集計した昨

年度の報告とは異なる所見が得られた。より頑健な所

見を得るために、今後もデータを集積し、集計方法の

違いによる結果の差異について検討を重ねる必要が

ある。 

 

5. 結論 

ONFH 定点モニタリングシステムに2011年1月か

ら 2017 年 12 月に確定診断された新患症例ならびに

同期間の手術例について集計を行った。男性の新患

症例における確定診断時の年齢分布は、40 歳代へ

の集積が顕著となった。女性では４0 歳未満が減少し

た。また、手術時の年齢分布については、女性では

2011 年には 30 歳代と 60 歳代に二峰性があったが、

近年、しだいに 30 歳代から 60 歳代までの割合が高

いなだらかな分布に変化した。ステロイド全身投与歴

をもつものの割合は、男女ともに増加傾向にあった。

ステロイド投与対象疾患では皮膚疾患が、男性にお

いて、2011 年に 4%であったものが 2014 年以降に急

激な増加を示した。移植歴を有する症例において、

造血幹細胞移植の件数が増加傾向を示した。習慣

飲酒歴、喫煙歴を有する男性新患症例の割合が増

加傾向にあった。手術時の病型においては、最も多

いC-2が減少し、一方でC-1が増加した。病期は3A

が増加し、4 が減少した。これらの点については、今

後の継続的な観察と検討が必要である。 

臨床的な所見として、病期 1 の症例については、

MRI における骨頭内帯状低信号域(T1 強調像)のみ

によって確定診断にいたるものが、期間中一定して

80%前後あった。これらの症例の約 95%は、反対側に

ONFH をもつ症例であった。2 点目として、ステロイド

全身投与歴が有るものでは反対側にOFNH をもつも

のの割合が、期間中一定して 70%前後あった。 

1997年から開始された定点モニタリングシステムの

継続的な運用により、世界的にも貴重な特発性大腿

骨頭壊死症の疫学データベースが構築されており、

今後、経年調査の均質性の確保とデータの有効な利

活用が必要と考える。また、より頑健な所見を得るた

めに、集計方法の違いによる結果の差異について検

討を重ねる必要がある。 
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【付録】女性の確定診断時年齢分布の経年変化

とその要因 

 
ONFH 新患症例の確定診断時年齢の分布を、確

定診断年ごとに集計した結果、女性では 30 歳代から

60 歳代に広く分布していたが、近年、40 歳未満の割

合が減少した。女性のONFH 新患症例の約 80%がス

テロイド全身投与歴を有するものであること[本文図

A.6.1]、ステロイド投与対象疾患のうち全身性エリテ

マトーデス（SLE）は若年で発症する疾患であることか

ら、女性の ONFH 新患症例における 40 歳未満の減

少には、ステロイド全身投与例（特に SLE 患者）の 40

歳未満の減少が寄与していると期待された。 

そこで、女性のONFH確定診断時の年齢分布（40

歳未満・以上・データ欠損）を、ステロイド全身投

与の有無ならびに投与開始年齢（40 歳未満・以

上・データ欠損）の間で比較した。さらに、ステロイ

ド全身投与例を投与対象疾患（SLE・SLE 以外）で層

化し、同様の比較を行った。なお、投与開始年齢は、

投与対象疾患の確定診断時年齢で代替した。また、

割合の計算は，各集計の対象者数に占める、各カテ

ゴリの割合として計算した。例えば、ステロイド全身投

与疾患診断年齢（40 歳未満・以上・データ欠損）×

ONFH 確定診断時年齢（40 歳未満・以上・データ欠

損）の集計では、3×3 の 9 カテゴリの総和が 100％と

なるように計算した。だだし、データ欠損例の割合

は集計結果には表示しなかった。 

女性 ONFH 新患症例の約 80%を占めるステロイド

全身投与ありの症例で、ONFH確定診断時年齢が40

歳未満のものの割合に減少が認められた（2011 年

30%⇒2017年18%）［図1］。ステロイド投与年齢に着目

すると、ステロイド全身投与ありの女性 ONFH 新患症

例に占める、投与開始年齢 40 歳未満かつONFH確

定年齢 40 歳未満ものの割合が経年的に減少した

（38%⇒19%）［図 2］。同様の傾向は、SLE であるか否

かに関わらず認められた（SLE：52%⇒42%；SLE 以外：

33%⇒11%）［図 3, 図 4］。ただし、SLE の既往をもつも

のが女性 ONFH 新患に占める割合は 22%と低いこと

から、女性ONFH の年齢分布に対する寄与は小さい

と考えられた。 

近年の女性の確定診断時の年齢分布における 40

歳未満の減少については、女性 ONFH 新患症例に

おいて、SLE に限らず 40 歳未満でステロイド投与疾

患の診断を受けた症例が減少したことが大きく寄与し

たと考えられた。40 歳未満でステロイド投与を受けた

ものにおいてONFH の発症が減少しているか否かに

ついては、別途、ステロイド投与疾患患者を対象とし

た研究が必要である。 

 
図 1 ス全身投与有無×ONFH診断年齢 
対象： 女性 398例 
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■：ス全身投与あり；■：ス全身投与なし 

 
図 2 ス疾患診断年齢×ONFH診断年齢 
対象： 女性 ス投与 313 例 
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■：ス疾患 <40歳；■：ス疾患 ≥40歳 

 
図 3 SLE診断年齢×ONFH診断年齢 
対象： 女性 SLE 89例 

<40 yrs ≥40 yrs

52%

ONFH

2011

<40 yrs ≥40 yrs

56%

ONFH

2012

<40 yrs ≥40 yrs

53%

ONFH

2013

<40 yrs ≥40 yrs

40%

ONFH

2014

<40 yrs ≥40 yrs

38%

ONFH

2015

<40 yrs ≥40 yrs

33%

ONFH

2016

<40 yrs ≥40 yrs

42%

ONFH

2017

 
■：SLE <40歳；■：SLE ≥40歳 

 



49 
 

図 4 SLE以外ス疾患診断年齢×ONFH 診断年齢 
対象： 女性 SLE以外ス投与 224 例 
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